
 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 回 通常総会の資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

と き：令和 2 年 4 月 28 日(火)16 時 00 分 

ところ：宮崎市別府町 2番 12 号 

宮崎建友会館 大会議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎地区建設協同組合 
 

 

 

 

 



宮崎地区建設協同組合第 11 回通常総会 

会  次  第 
 

と き 令和 02年 04 月 28 日(火)16 時 00 分～ 

ところ 宮崎建友会館 大会議室 

 

1. 開会 

 

 

2. 定足数確認 

 

 

3. 理事長挨拶 

 

 

4. 議長選出 

 

 

5. 議案審議 

 

(1)令和元年度事業報告及び決算関係書類承認の件 

 

 

(2)令和 2年度事業計画及び収支予算並びに経費の賦課及び徴収方法決定の件 

 

 

(3)令和 2年度における借入金残高の最高限度決定の件 

 

 

(4)役員報酬決定の件 

 

 

(5)理事及び監事選出の件 

 

その他 

 

 

6. 閉会 
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第 1 号議案 令和元年度事業報告及び決算関係書類承認の件 

 

(原案) 

事 業 報 告 書 

自 平成 31 年 04 月 01 日 

至 令和 02 年 03 月 31 日 

 

Ⅰ 事業活動の概況に関する事項 

1 事業年度(末日)における主要な事業内容・当該事業年度における事業の経過及びその成果 

(1) 組合及び組合員をめぐる経済・経営状況 

令和元年度における建設産業を取り巻く経営環境は、公共事業の削減や受注競争の激

化、利益率の低下などにより、経営状況が悪化する苦境に立たされました。 

そのような中で、組合の事業といたしましては、組合員の相互扶助の精神に基づき組

合員のために必要な共同購買事業を行い、組合員の自主的な経済活動を促進し、その経

済的地位の向上に努めてまいりました。 

 

(2) 共同事業の実施状況 

共同購買事業 

組合員の取り扱う生コンクリート及びコンクリート二次製品の共同購買事業を行い

ました。実施状況については、下記記載のとおりです。 

取扱品目 組合売上高 備考 

生コンクリート 

コンクリート二次製品 

647,471,290 円 

178,674,623 円 

33,867.60 ㎥ 

 

 

共同受注事業 

地域維持事業の包括的一括受注として、平成 27 年度より宮崎土木事務所管内地域維

持事業(総合メンテナンス)及び宮崎市の水門管理委託事業を受注しております。 

内容 組合売上高 備考 

総合メンテナンス 

水門管理 

125,514,408 円 

890,909 円 

宮崎県 

宮崎市 

 

 

2 増資及び資金の借入れその他の資金調達の状況 

    該当なし 

 

 

3 設備投資の状況 

該当なし 

 

 

4 業務提携等重要事項の概要 

該当なし 

－2－ 



5 直前 3事業年度の財産及び損益の状況 

項 目 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

資 産 合 計 243,609,950 円 238,276,249 円 266,410,190 円 

純 資 産 合 計 118,037,733 円 106,043,498 円 95,019,662 円 

事 業 収 益 合 計 916,681,208 円 972,885,772 円 1,144,544,409 円 

当期純利益金額 25,261,774 円 27,664,580 円 32,293,304 円 

 

 

6 対処すべき重要な事項・組合の現況に関する重要な事項 

組合員の維持。そのために組織の有効活用を行う。 

 

 

Ⅱ 運営組織の状況に関する事項 

1 総会の開催状況 

第 10 回通常総会 

召集年月日  平成 31年 04 月 09 日 

開催日時   平成 31 年 04 月 26 日 16 時 00分 

開催場所   宮崎市別府町 2番 12 号 宮崎建友会館 大会議室 

出席理事数  13 名 

出席監事数   2 名 

組合員数   89 名 

出席組合員数 84 名(本人出席 43名・委任状出席 41 名・書面出席 0 名) 

議案内容 

第 1号議案 平成 30 年度事業報告及び決算関係書類承認の件 

第 2号議案 平成 31 年度事業計画及び収支予算並びに経費の賦課及び徴収方法決定の件 

第 3号議案 平成 31 年度における借入金残高の最高限度決定の件 

第 4号議案 役員報酬決定の件 

 

 

2 理事会の開催状況 

第 1回理事会 

開催日時   平成 31 年 04 月 15 日 11 時 40分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  13 名 

出席監事数   1 名 

議案の内容 

第 1号議案 第 10 回通常総会提出議案の件 

 

 

第 2 回理事会 

開催日時   令和元年 05 月 21 日 11 時 50分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 
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出席理事数  13 名 

出席監事数   1 名 

議案の内容 

第 1号議案 令和元年度「緊急対応特別サポート体制」(案)の件 

第 2号議案 「道路巡視業務安全パトロール実施計画」(案)の件 

第 3号議案 共同購買事業報告の件 

 

 

第 3 回理事会 

開催日時   令和元年 06 月 12 日 14 時 00分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  12 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 生コンクリート販売価格の改定の件 

第 2号議案 共同受注事業の件 

第 3号議案 共同購買事業報告の件 

 

 

第 4 回理事会 

開催日時   令和元年 07 月 09 日 11 時 50分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  11 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 中央会からの労働事情実態調査依頼の件 

第 2号議案 共同購買事業報告の件 

 

 

第 5 回理事会 

開催日時   令和元年 08 月 08 日 11 時 30分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  13 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 共同購買事業報告の件 

第 2号議案 共同受注事業報告の件 

 

 

第 6 回理事会 

開催日時   令和元年 09 月 10 日 11 時 30分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  12 名 

出席監事数  02 名 
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議案の内容 

第 1号議案 共同購買事業報告の件 

第 2号議案 共同受注事業報告の件 

 

 

第 7 回理事会 

開催日時   令和元年 10 月 11 日 11 時 40分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  13 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 共同購買事業報告の件 

第 2号議案 共同受注事業報告の件 

 

 

第 8 回理事会 

開催日時   令和元年 11 月 12 日 12 時 05分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  13 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 上半期予算執行状況及び事務監査報告の件 

第 2号議案 共同購買事業報告の件 

 

 

第 9 回理事会 

開催日時   令和元年 12 月 03 日 11 時 40分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  13 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 共同購買事業報告の件 

第 2号議案 共同受注事業報告の件 

第 3号議案 役員研修旅行の件 

 

 

第 10 回理事会 

開催日時   令和 02 年 01 月 14 日 11 時 30分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  12 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 共同購買事業報告の件 

第 2号議案 共同受注事業報告の件 
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第 11 回理事会 

開催日時   令和 02 年 02 月 12 日 11 時 45分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数   11 名 

出席監事数  0 2 名 

議案の内容 

第 1号議案 共同受注事業(地域総合メンテナンス業務)の件 

第 2号議案 下半期(12 月末)予算執行状況及び事務監査報告の件 

第 3号議案 共同購買事業報告の件 

第 4号議案 共同受注事業報告の件 

 

 

第 12 回理事会 

開催日時   令和 02 年 03 月 16 日 12 時 10分 

開催場所   宮崎建友会館 役員会議室 

出席理事数  13 名 

出席監事数  02 名 

議案の内容 

第 1号議案 第 11 回通常総会の開催日時(案)の件 

第 2号議案 共同購買事業報告の件 

 

 

3 委員会、審査員会及びその他活動の状況 

 

総務委員会 

平成 31年 04 月 15 日  第 10 回通常総会提出議案他 

令和 元年 05 月 21 日  令和元年度「緊急対応特別サポート体制」(案)他 

令和 元年 06 月 12 日  生コンクリート販売価格の改定他 

令和 元年 07 月 09 日  中央会からの労働事情実態調査依頼他 

令和 元年 08 月 08 日  共同購買事業報告他 

令和 元年 09 月 10 日  共同購買事業報告他 

令和 元年 10 月 11 日  共同購買事業報告他 

令和 元年 11 月 12 日  上半期予算執行状況及び事務監査報告他 

令和 元年 12 月 03 日  共同購買事業報告他 

令和 02年 01 月 14 日  共同購買事業報告他 

令和 02年 02 月 12 日  共同受注事業(地域総合メンテナンス業務)他 

令和 02年 03 月 16 日  第 11 回通常総会の開催日時(案)他 

 

審査委員会・その他 

審査委員会(生コン及び二次製品) 年間を通じ適宜開催 

事業委員会(生コン組合との協議) 月例開催 

事業委員会(製品組合との協議)  年間を通じ適宜開催 

共同受注委員会         年間を通じ適宜開催 
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平成 31年 04 月 11 日  事務監査 

令和 元年 06 月 17 日  道路巡視業務の安全パトロール(及び 6/21) 

令和 元年 09 月 13 日  道路巡視業務の安全パトロール(及び 9/17) 

令和 元年 11 月 11 日  事務監査 

令和 元年 12 月 17 日  道路巡視業務の安全パトロール(及び 12/20) 

令和 02 年 02 月 07 日  事務監査 

令和 02年 03 月 09 日  道路巡視業務の安全パトロール(及び 3/13) 

 

 

4 組合員数及び出資口数の増減 

(1 口金額 50,000 円) 

 前年度末 増 加 減 少 本年度末 

組合員数 89 名 0 名 1 名 88 名 

出資口数 445 口 0 口 5 口 440 口 

出資総額 22,250,000円 0 円 250,000 円 22,000,000円 

 

 

5 役員に関する事項 

(1) 役員の氏名及び職制上の地位及び担当 

地位 氏名 担当 

理 事 長 本 部 喜 好 事 業   

副 理 事 長 坂 口 睦 男 事 業 総 務  

副 理 事 長 西 條 隆 雄 事 業 総 務  

専 務 理 事 中 原  勉    

理 事 宇 治 橋 信 雄   安全対策 

理 事 川 浦  幸 治  総 務  

理 事 川越 昌一郎 事 業  安全対策 

理 事 黒 木  尚 彦   安全対策 

理 事 児 玉 清 和 事 業 総 務  

理 事 鈴 木  剛   安全対策 

理 事 田 村 和 也 事 業 総 務 安全対策 

理 事 春 山 義 正   安全対策 

理 事 米 丸 順 也   安全対策 

監 事 川 口  泰 直   安全対策 

監 事 村 上  孝 光   安全対策 

顧 問 後 藤 啓 嗣    

 

(2) 兼務役員についての重要な事実 

該当なし 

 

(3) 辞任した役員の氏名 

該当なし 
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6 職員の状況及び業務運営組織図 

(1) 職員の状況  

事務職員を置く 

 

(2) 組織図 

総会 

(総代会) 

  
理事会 

  
代表理事 

  
副理事長 

  
専務理事 

  
事務局 

          

                

 
  

監事 
  委員会 

(部会) 

  
 

     
 

           

 

(3) 組合と協力関係にある「組合員が構成する組織」の概要 

該当なし 

 

 

7 施設の設置状況 

該当なし 

 

 

8 重要な子会社 

該当なし 

 

 

9 組合の運営組織の状況に関する重要な事項 

該当なし 

 

 

Ⅲ その他組合の状況に関する重要な事項 

該当なし 
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Ⅰ

1

(1) 現金 724,794

(2) 預金 ①普通預金 宮崎銀行宮崎駅前出張所 28,808,636

②普通預金 宮崎太陽銀行本店 12,265,814

③普通預金 出資金 22,250,000

④普通預金 利益準備金 15,700,000

⑤定期預金 特別積立金 67,000,000

2

(1) 生コン 87,028,550

(2) 二次製品 16,149,518

3 29,045,955

4 337,777

5 △ 836,200

流動資産計 278,474,844

Ⅱ 固定資産

ⅰ 有形固定資産

1 リース資産　サーバー一式

取得価格　1,008,000　償却累計額　117,600 890,400

有形固定資産計 890,400

ⅱ 無形固定資産

1 ソフトウェア　Mymap

取得価格　1,450,000　償却累計額　193,333 1,256,667

無形固定資産計 1,256,667

ⅲ 外部出資その他の資産

1 外部出資金

(1) 中央会基金 10,000

外部資産その他の資産計 10,000

固定資産計 2,157,067

資産合計 280,631,911

Ⅰ

1

(1) 生コン 74,453,764

(2) 二次製品 13,426,094

2 0

3 450,663

4

(1) 生コン奨励金 19,077,190

(2) 二次製品奨励金 6,829,769

(3) 共同受注事業費 24,825,899

5 250,000

6 0

7 未払法人税等 4,347,500

8 未払消費税 2,073,000

流動負債計 145,733,879

Ⅱ 固定負債

1 長期未払金　サーバー代金未払分 979,776

固定負債計 979,776

負債合計 146,713,655

Ⅰ 正味資産 133,918,256

財　産　目　録
令和02年03月31日

売掛金

未収金

流動負債

買掛金

未払出資払戻金

未払金

流動資産

未払保険料

貸倒引当金

前受金

二　負債の部

一　資産の部

三　正味資産の部

現金及び預金

預り金

前払費用
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Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

1 現金及び預金 146,749,244 1 買掛金 87,879,858

2 売掛金 103,178,068 2 前受金 0

3 未収金 29,045,955 3 預り金 450,663

4 前払費用 337,777 4 未払金 50,732,858

5 貸倒引当金 △ 836,200 5 未払出資金払戻 250,000

流動資産計 278,474,844 6 未払保険料 0

7 未払法人税等 4,347,500

8 未払消費税 2,073,000

流動負債計 145,733,879

Ⅱ 固定資産

ⅰ 有形固定資産 Ⅱ 固定負債

1 リース資産 1,008,000 1 長期未払金 979,776

減価償却累計額 △ 117,600 固定負債計 979,776

有形固定資産計 890,400

負債合計 146,713,655

ⅱ 無形固定資産

1 ソフトウェア 1,450,000

減価償却累計額 △ 193,333

無形固定資産計 1,256,667 Ⅰ 組合員資本

ⅰ 出資金 22,000,000

ⅲ 外部出資その他の資産 出資金計 22,000,000

1 外部出資金

（１）中央会基金 10,000 ⅱ 利益剰余金

外部出資その他の資産計 10,000 1 利益準備金 15,700,000

固定資産計 2,157,067 2 その他利益剰余金

(1) 組合積立金

資産合計 280,631,911 ①特別積立金 67,000,000

(2) 当期未処分剰余金

当期純利益金額 28,652,705

前期繰越剰余金 565,551

当期未処分剰余金計 29,218,256

その他利益余剰金計 96,218,256

利益剰余金計 111,918,256

純資産合計 133,918,256

負債及び純資産合計 280,631,911

（三　純資産の部）

（一　資産の部） （二　負債の部）

貸　借　対　照　表
令和02年03月31日
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Ⅰ 購買事業費用 Ⅰ 購買事業収益
1 仕入高 717,047,673 1 売上高 826,145,913

①生コン 569,234,490 (1) 組合員売上高
②二次製品 147,813,183 ①生コン 647,471,290

・購買事業費用計 717,047,673 ②二次製品 178,674,623
(2) 外部売上高 0

Ⅱ 共同受注事業費用 (3) 受取手数料 0
1 作業委託費 110,629,708 ・購買事業収益計 826,145,913

・共同受注事業費用計 110,629,708
Ⅱ 共同受注事業収益

Ⅲ 教育情報事業費用 1 共同受注委託収入 126,405,317
1 講習会費 18,000 ・共同受注事業収益計 126,405,317

・教育情報事業費用計 18,000
Ⅲ 教育情報事業収益

Ⅳ 福利厚生事業費用 1 教育情報賦課金収入 0
1 慶弔費 80,000 2 1,340,000

・福利厚生事業費用計 80,000 3 教育事業参加料収入 0
・教育情報事業収益計 1,340,000

◆事業費用合計 827,775,381
953,891,230

●事業総利益金額 126,115,849

Ⅴ 一般管理費 Ⅳ 賦課金等収入
1 業務費 92,889,655 1 賦課金収入（平等割） 0

(1) 役員報酬 2,220,000 2 負担金収入 0
(2) 職員給料 8,165,080
(3) 法定福利費 1,525,501 ◆賦課金等収入合計 0
(4) 事務委託費 1,101,011
(5) 福利厚生費 551,193
(6) 旅費交通費 1,499,211
(7) 広告宣伝費 6,481 Ⅴ 事業外収益
(8) 通信費 131,703 1 受取利息 460
(9) 消耗品費 935,499 2 貸倒引当金戻入 632,000
(10) 減価償却費 310,933 3 未払法人税等戻入 0
(11) 賃借料 3,152,880 4 雑収入 9,926
(12) 会議費 266,397
(13) 講習会費 10,400 ◆事業外収益合計 642,386
(14) 交際費 438,052
(15) 関係団体負担金 79,000
(16) 水道光熱費 281,413
(17) 図書印刷費 103,018 Ⅵ 特別利益
(18) 事業推進費 785,178
(19) 生コン奨励金 44,358,350 ◆特別利益合計 0
(20) 二次製品奨励金 23,470,722
(21) 営繕費 444,582
(22) 保険料 731,084
(23) 共済掛金 400,000
(24) 寄付金 4,000
(25) 貸倒損失 0
(26) 管理諸費 1,016,000
(27) 雑費 901,967

2 諸税負担金 32,107
(1) 租税公課 32,107

◆一般管理費合計 92,921,762

●事業利益金額 33,194,087

Ⅵ 事業外費用
1 貸倒引当金繰入 836,200

◆事業外費用合計 836,200

●経常利益金額 33,000,273

Ⅶ 特別損失

◆特別損失合計 0

●税引前当期純利益金額 33,000,273

Ⅷ 税等
1 法人税等 4,347,568

・税等計 4,347,568

●当期純利益金額 28,652,705

損　益　計　算　書
自　平成31年04月01日
至　令和02年03月31日

（三　事業費用の部） （一　事業収益の部）

教育情報費用繰越金取崩

（五　事業外収益の部）

（四　一般管理費の部）

（六　事業外費用の部）

（八　特別損失の部）

◆事業収益合計

（二　賦課金等収入の部）

（七　特別利益の部）
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Ⅰ 当期未処分剰余金

1 当期純利益金額 28,652,705

2 前期繰越剰余金 565,551 29,218,256

Ⅱ 剰余金処分額

1 利益準備金 2,930,000

2 12,000,000

3 教育情報費用繰越金 1,470,000

4 利用分量配当 12,551,044 28,951,044

Ⅲ 次期繰越剰余金 267,212

剰　余　金　処　分　案
自　平成31年04月01日

至　令和02年03月31日

特別積立金
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監 査 報 告 書 

 

中小企業等協同組合法第 40 条第 5 項により、組合から受領した財産目録、

貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分案を監査した。 

なお、当組合の監事は、定款第 30 条(監事の職務)に定めるところにより、

監査の範囲が会計に関するものに限定されているため、事業報告書を監査する

権限を有していない。 

 

1 監査方法の概要 

 

決算関係書類の監査のため、会計に関する帳簿、書類を閲覧し、計算書類について検討を

加え、必要な実査、立会、照合及び報告の聴取、その他通常とるべき必要な方法を用いて調

査した。 

 

2 監査結果の意見 

 

(1) 財産目録、貸借対照表、損益計算書は、組合の財産及び損益の状況のすべての重要な点

において適正に表示している。 

 

(2) 剰余金処分案は法令及び定款に適合している。 

 

 

令和 02 年 04 月 15 日 

 

 

            宮崎地区建設協同組合 
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第 2 号議案 令和 2年度事業計画及び収支予算並びに経費の賦課及び徴収方法決定の件 

 

(原案) 

令和 2年度事業計画書 

令和 02年 04 月 01 日から 

令和 03年 03 月 31 日まで 

Ⅰ 事業方針 

厳しい建設業界の将来展望の中で社会資本充実のための担い手としての自覚に立ち、組合事業

としては、昨年同様の生コンクリート及びコンクリート二次製品の共同購買事業を軸とし、資料

閲覧室を活用した情報提供を図り、組合員の相互扶助の精神に基づく、自主的な経済活動を促進

し、その経済的地位の向上に努める。さらに将来に向けた共同受注事業について、前進させてい

くことを目標とする。 

 

Ⅱ 事業計画 

(1) 共同購買事業 

組合員が必要とする生コンクリート等を共同購買する。 

イ 内容 

取扱品目 組合売上高 備考 

生コンクリート 

コンクリート二次製品 

540,000,000 円 

120,000,000 円 

30,000 ㎥ 

 

 

ロ 共同購買の必要性と効果 

主要な建設資材である生コンクリート等を共同購買することによって、その品質の確

保と適正価格を維持することができ、組合員企業の運営に寄与できる。 

 

ハ 運転資金計画 

      事業の運営に必要な資金は、生コンクリート等共同購買の事業収入を充てる。 

 

(2) 共同受注事業 

共同受注体制を整備し、地域維持事業等を受注する。 

イ 内容 

内容 組合売上高 備考 

地域維持事業 

水門管理 

121,300,000 円 

940,000 円 

宮崎県 

宮崎市 

 

ロ 共同受注の必要性と効果 

地域の一員として日常的に道路・河川等を利用し、地形・地質等に精通している組合

員が維持管理業務委託を一括で共同受注することにより、県民の安全安心が確保できる。 

 

ハ 運転資金計画 

      事業の運営に必要な資金は、共同受注の事業収入を充てる。 
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(3) 教育及び情報の提供に関する事業 

この事業は、組合員等に対し経営管理及び技術の向上を図るため、次の講習会並びに情

報の提供をすることにより行う。 

なお、この事業は共同購買事業収入により行う。 

① 組合員の事業経営に関する講習会 

② 組合員及び従業員を対象にした技術研修会 

③ 資料閲覧室の設置 

 

(4) 福利厚生に関する事業 

この事業は、親睦会・研修旅行等の開催や見舞金の支給により行う。 

なお、この事業は共同購買事業収入により行う。 

組合員の親睦を図るための親睦会・研修旅行・レクレーション等を実施する。 

組合員等の死亡、傷害事故に対する見舞金を下表のとおり支給する。 

項目 内容 金額 

死  亡 

組合員 30,000 円 

組合員の配偶者 20,000 円 

直系尊属(父母、子) 20,000 円 

傷害事故 組合員 入院 2週間以上 10,000 円 
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科　　　　　目 金　額 摘　　　　　　　要
Ⅰ　事　業　収　入 円
1.共同購買事業売上高 540,000,000 生コンクリート

120,000,000 コンクリート二次製品
2.共同受注事業売上高 940,000 宮崎市委託事業(水門管理)

121,300,000 宮崎県委託事業(総合メンテナンス)
3.教育情報費用繰越金取崩 1,470,000 前年度処分計上額

事　業　収　入　計 783,710,000

Ⅱ　賦　課　金　等　収　入
1.一般賦課金収入 0

賦 課 金 等 収 入 計 0

Ⅲ　事　業　外　収　入
1.事業外受取利息 1,000
2.貸倒引当金戻入れ 836,200 前年度洗替後の計上額
3.雑収入 2,800

事　業　外　収　入　計 840,000

合　　計 784,550,000

科　　　　　目 金　額 摘　　　　　　　要
Ⅰ　事　業　費 円
1.共同購買事業費 465,000,000 生コンクリート

99,600,000 コンクリート二次製品
2.共同受注事業費 940,000 宮崎市(水門管理委託費)

108,000,000 宮崎県(組合員委託費)
3.教育情報事業費 2,000,000 研修会・講習会等
4.福利厚生事業費 3,500,000 親睦会・レクレーション・見舞金

事　業　費　計 679,040,000

Ⅱ　事業間接費及び一般管理費
　役員報酬 2,850,000 30,000×15名・員外役員2,400,000×1名
　職員給料 12,000,000 職員
　法定福利費 2,240,000 社会保障費他
　事務委託費 1,090,000 会館への事務処理委託
　福利厚生費 600,000
　旅費交通費 4,000,000 車リース代含む
　広告宣伝費 10,000
　通信費 360,000 月額 30,000円×12ヶ月
　消耗品費 1,000,000 月額 50,000円×12ヶ月＋備品等
　減価償却費 300,000 サーバー及びソフトウェア
　賃借料 3,300,000
　会議費 300,000
　講習会費 50,000
　交際費 1,000,000
　関係団体負担金 100,000 中央会等関係団体に対する会費
　水道光熱費 300,000
　図書印刷費 150,000
　事業推進費 1,000,000
　奨励金 60,000,000
　営繕費 600,000 月額 50,000円×12ヶ月
　保険料 800,000 労災・上積・履行補償・第三者責任
　寄付金 10,000
　貸倒損失 0
　管理諸費 1,100,000
　雑費 1,000,000 振込手数料及び税理士顧問料他
　租税公課 50,000

一 般 管 理 費 計 94,210,000

Ⅲ　事　業　外　費　用
貸倒引当金繰入 836,200

事　業　外　費　用　計 836,200

Ⅳ　法人税等 5,000,000
Ⅴ　予備費 5,463,800

合　　計 784,550,000

支　　出　　の　　部

令和2年度収支予算書(見積損益計算書)

令和02年04月01日から
令和03年03月31日まで
収　　入　　の　　部
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経費の賦課徴収方法 

 

本組合の令和 2年度における賦課金については、徴収しないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 号議案 令和 2年度における借入金残高の最高限度決定の件 

 

(原案) 

 

本組合の令和 2年度における借入金残高の最高限度については、下記のとおりとする。 

1. 借入金残高の最高限度 1,000 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 号議案 役員報酬決定の件 

 

(原案) 

 

令和 2年度の役員報酬については、下記のとおりとする。 

理  事 1 名   30,000 円 

監  事 1 名   30,000 円 

 ※理事・監事の報酬は、令和 03年 03月 05 日に支給する。 

員外理事 1 名 2,400,000 円以内 
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第 5 号議案 理事及び監事選出の件 

 

(原案) 

役員名簿 

新役員(17 名以内＋員外役員) 旧 役 員 

役職名 氏名 役職名 氏名 

代表理事(理事長)  代表理事(理事長) 本部 喜好 

副理事長  副理事長 坂口 睦男 

副理事長  副理事長 西條 隆雄 

専務理事(員外理事)  専務理事(員外理事) 中原  勉 

理  事  理  事 宇治橋信雄 

理  事  理  事 川浦 幸治 

理  事  理  事 川越昌一郎 

理  事  理  事 黒木 尚彦 

理  事  理  事 児玉 清和 

理  事  理  事 鈴木  剛 

理  事  理  事 田村 和也 

理  事  理  事 春山 義正 

理  事  理  事 米丸 順也 

理  事  監  事 川口 泰直 

理  事  監  事 村上 孝光 

理  事    

監  事    

監  事    
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